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（写真）Shutterstock “OFAC トリニダードトバゴ政府にドラゴン油田開発の制裁ライセンスを発行” 

 

 

２０２５年１０月８日（水曜） 

 

政 治                     

「米上院 カリブ海での軍事行動拒否声明を否決 

～NGO６２団体 軍事行動への議会介入要請～」 

「米 ベネズエラ近海に特殊作戦ヘリ部隊を配置」 

経 済                     

「民間部門経済減速 ２５年 Q２は３．８％減 

～停電 約７割の企業が活動に影響あり～」 

「Sanitarios Maracay 新規投資で稼働を再開」 

「１０月２０日からベネズエラ－トルコ海路運航」 

社 会                     

「チャカオ市 バイク駐車に関するルール設定」 

２０２５年１０月９日（木曜） 

 

政 治                    

「国連の資金不足 マドゥロ政権に裨益か」 

「マドゥロ政権 安全保障理事会に緊急会合要請」 

「マドゥロ大統領 米政府との連絡ツールある」 

経 済                    

「米国 TT と NGC にドラゴン油田開発を許可 

～条件は米国企業のプロジェクト参加～」 

「多国籍企業と協力し、天然ガスの輸出を開始か 

～副大統領 ロシアとの協力関係を強調～」 

「カラボボ州 建設業界の稼働率はわずか８％」 

「２０２５年末に３G 終了 ４G、５Ｇに移行」 
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２０２５年１０月８日（水曜）             

政 治                       

「米上院 カリブ海での軍事行動拒否声明を否決    

 ～NGO６２団体 軍事行動への議会介入要請～」       

 

１０月８日 米国上院でトランプ政権によるカリブ海

での軍事行動を制限する趣旨の決議案が提案されたが、

同決議案は反対多数により否決された。 

 

この決議案は、カリフォルニア州選出のアダム・シフ上

院議員（民主党）が主導し、ティム・ケイン議員（民主

党）らも賛同した。 

 

内容としては、「議会が明示的に承認しない限り、大統

領は武力行使を停止すべき」ことを大統領に義務付けよ

うとするもの。 

 

また、違法でない自衛行動を妨げようという意図ではな

いことも付記された。 

 

しかし、同日投票が行われ、賛成４８票、反対５１票で

この決議案は否決された。 

 

米国上院の議員定数は１００人で、内訳は共和党５３議

席、民主党４５議席、無所属２議席となっている。 

 

２名の共和党議員（ランド・ポール議員、リサ・マーカ

ウスキー議員）が賛成に回ったものの、共和党議員の抵

抗が強く、決議を成立させるには至らなかった。 

 

これにより、現段階では議会が法律的に大統領の軍事行

動を抑止する手段が限定されていることが確定され、ト

ランプ政権は、議会の事前承認なしに引き続きカリブ海

での船舶攻撃を続けられる状態となっている。 

 

 

ただし、議会内では、民主党側を中心に「違法であり憲

法違反の恐れ」を指摘する声が挙がっている。 

 

特に、「麻薬を密輸していること」を武力行使の合法的

な根拠とすること、攻撃対象の妥当性・証拠の透明性の

欠如、今回の攻撃をきっかけとして別のリスクが生じる

可能性を懸念する声が挙がっている。 

 

また、カリブ海での麻薬取り締まりオペレーションに対

して、米国および外国の「非政府組織（NGO）」が強く

反発し、議会に対して中止を訴える声が上がっている。 

 

 

６２の NGO 団体が議会に嘆願書を提出。 

 

トランプ政権によるカリブ海での軍事行動について 

「説明責任を果たしておらず、法的な根拠がない」と指

摘し、中止を求めた。 

 

同文書では、次のような主張がされている。 

 

１．米国政府は、これまでに明確な法的根拠や攻撃対象

を示した公開証拠を示していない 

 

２．麻薬取引という犯罪行為を理由に軍による武力攻撃

を正当化するには無理がある 

 

３．戦争権限法に基づき、議会の許可なしに行動すべき

ではない 

 

４．ベネズエラへの圧力が「外交的・非軍事的」解決よ

りも軍事的選択肢に偏っている点を懸念 

 

これらの団体は、議会に対して強い介入と抑制を求める

よう求めた。 
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「米 ベネズエラ近海に特殊作戦ヘリ部隊を配置」         

 

地政学分野の専門家 Andrei Serbin Pont 氏は、自身のソ

ーシャルメディアにて、トランプ政権が特殊作戦ヘリコ

プター部隊「160th SOAR、別名“Night Stalkers」をトリ

ニダード・トバゴ（TT）に配置したと投稿した。 

 

TT とベネズエラは非常に近い距離にあり、ベネズエラ

の政治的な緊張が更に高まることが懸念されている。 

 

Pont 氏によると、TT で以下の機体が確認されている。 

 

・MH-6M “Little Bird”： 

小型、高機動型の特殊用途ヘリコプター 

・MH-60M “Black Hawk”： 

中型ヘリコプターで多用途型 

 

これらのヘリコプターは、夜間・低高度・高速などの条

件下で活動可能。これらヘリコプターは、軍事的な使用

よりも、侵入、展開、撤退などを速やかに行う任務に適

した部隊だと指摘している。 

 

なお、これらのヘリコプターは、海上プラットフォーム

（戦艦）を拠点として活動する可能性があり、プラット

フォームになる戦艦として「M/V Ocean Trader」とい

う船舶が候補に挙がっている。 

 

（写真）Wikipedia  “MH-6M “Little Bird”” 

 

経 済                        

「民間部門経済減速 ２５年 Q２は３．８％減       

   ～停電 約７割の企業が活動に影響あり～」           

 

「ベネズエラ経団連（Fedecamaras）」は、２０２５年第

２四半期の加盟企業アンケートの結果を公表した（回答

企業は１４３社）。 

 

評価対象となった業種は、農業、製造業、商業、建設業、

レストラン・ホテル業、不動産サービス、金融サービス、

その他のサービス業。 

 

調査の結果、これらの業種の２０２５年 Q２の成長率は、

前年同期比３．８％減だったという。 

 

Fedecamaras の前回調査（２５年 Q１）では、前年同期

比０．５％増と微増だったが、Q２に入り、経済成長が

急激に低迷したことになる。 

 

同調査によると、企業は外貨建ての取引を減らしている。 

 

Fedecamaras は「物価高騰、為替レートの下落および並

行レートと公定レートの乖離などマクロ経済の不安に、

政治情勢不安が重なり、企業活動に影響を与えている」

と分析。 

 

３８％の企業の売上高が減少。 

４３％は変化なし。 

増加を報告したのはわずか１９％だったという。 

 

また、以下の通り、地域により経済状況に顕著な差が確

認されている。 

 

アンデス地域：１５％減 

南部：８．９％減 

中西地域およびスリア州：４．２％減 
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首都圏：４．１％減。 

ラノス地域：２．３％減。 

東部地域：１．５%減。 

 

また、成長を妨げた最も大きな要因について「融資不足」

を挙げる企業が多く、「為替レートの差」「徴税圧力」「外

貨不足」「燃料不足」「治安」「法律」「需要減少」「公共

サービス」と続いた。 

 

また、「停電が経済活動に悪影響を与えたかどうか？」

についての質問で６９％が「影響があった」と回答。 

 

他、「燃料不足が経済活動に悪影響を与えたかどうか？」

についての質問で４４％が「影響があった」と回答した。 

 

他、労働者への報酬に関する調査では、全体の平均は月

額２６２ドルだった。 

 

また役職別の平均報酬は以下の通りとなった。 

 

「一般労働者・作業員」月額２０４ドル 

「技術職・専門職」月額４３８ドル 

「管理職・役員」月額８２３ドル 

 

「Sanitarios Maracay 新規投資で稼働を再開」                  

 

アレックス・サアブ国内生産工業相は、アラグア州にあ

る衛生用品、セラミック製品（トイレの便器）を生産す

る企業「Sanitarios Maracay」が工場の稼働を再開すると

発表した。 

 

サアブ国内生産工業相によると、政府と民間企業から約

５００万ユーロ（約５３８．７万ドル）の投資を受け、

工場の設備改修、最新設備を導入するという。 

 

 

 

Sanitarios Maracay は２０１０年に故チャベス元大統領

から接収を受けており、現在は国営企業になっているが、

稼働が停止していた。 

 

「ウィークリーレポート No.427」でも触れた通り、ア

レックス・サアブ国内生産工業相は、稼働が停止してい

る国営企業のオペレーションを民間企業に委託する政

策を進めており、その一環とされる。 

 

なお、Sanitarios Maracay の運営を委託された民間企業

については明らかにされていない。 

 

 

（写真）Bancaynegocios 

 

「１０月２０日からベネズエラ－トルコ海路運航」                  

 

１０月２０日からトルコとベネズエラ間を直接つなぐ

海上ルートの運航が始まる。 

 

このルートが開通することで、これまで約６０日かかっ

ていた両国の輸送日数が約２５日に短縮される。 

 

第１回目の出発はトルコのメルシン港から出発し、トル

コの首都イスタンブールに立ち寄り、ベネズエラへ向け

て出港するという。 

 

https://veneinvestment.com/wp-content/uploads/cf7f55ed076c68f0b843b391f4b063fb.pdf
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同船舶は１１月１５日にベネズエラのラグアイラ港に

到着する予定となっている。 

 

なお、最初の船舶は４００個のコンテナを積載可能。 

合計１万トンの貨物を運搬可能だという。 

 

トルコから輸出される予定の商品は、小麦粉、パスタ、

化粧品、建築材料、農業資材など。 

 

ベネズエラからトルコに輸出されるのは、トリピカルフ

ルーツ、アボカド、魚介類、コーヒー、カカオなどが予

定されている。 

 

マドゥロ政権は、「このルートを起点に、トルコから届

く商品が中南米・カリブ海各国へ送られる」と指摘。 

「ベネズエラが中東製品の物流ハブになることを期待

している」とした。 

 

現地メディア「Bitacoraeconomica」によると、トルコと

ベネズエラの年間貿易額は約８億ドル。 

このルートを通じて、２０２８年までに両国の貿易額を

年間３０億ドルまで増やすことを目指しているという。 

 

なお、両国は約２万品目の関税免除協定を締結しており、

ベネズエラから輸出される農産品・水産品については関

税が免除されている。 

 

同様に、トルコから輸出される小麦粉、菓子、化粧品、

洗剤、建設資材、農業機器なども免税の対象になってい

るという。 

 

社 会                        

「チャカオ市 バイク駐車に関するルール設定」           

 

１０月７日 チャカオ市のグスタボ・ドゥケ市長は、路

上でのバイク駐車に関するルールを設けると発表した。 

 

この計画は既に一部で実施されているという。 

 

ドゥケ市長は、現在のチャカオ市の大きな問題として

「バイク」を挙げた。 

 

一方で、バイクに乗っている人々は誠実な労働者であり、

彼らの活動を妨害する意思はないと説明。バイクが交通

問題を引き起こさないよう一定のルールを設ける必要

があると述べた。 

 

初期導入の段階として、今後チャカオ市では午前８時～

午後７時まではバイク専用駐車場でしか駐車できない

ようにするという。 

 

同時に路上の駐車スペースについて、白線を書くことで

安全な駐車スペースを確保すると説明した。 

 

最後にバイク運転手に対して、「指定された場所以外の

場所に駐車すると、交通の妨げになり、渋滞や事故につ

ながる」と説明。ルールの適用に理解を求めた。 

 

 

（写真）グスタボ・ドゥケ市長 Instagram 
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２０２５年１０月９日（木曜）              

政 治                       

「国連の資金不足 マドゥロ政権に裨益か」        

 

現地メディア「El Estimulo」は、トランプ政権が国連お

よびその関係機関への資金援助を大幅に削減したこと

で、国連の運営プロジェクトが縮小していると報道。 

 

その結果、マドゥロ政権に利益をもたらしていると指摘

した。 

 

公式な統計資料は存在しないものの、情報筋によると、

トランプ政権による国連への支援金は１０億ドルほど

減少しており、米国の国際開発機関 USAID の廃止や、

関連の予算縮小による追加減額を含めると更に１５億

ドルほど減少しているという。 

 

国連の通常予算は ２０２４年には約３５．９億ドル、

２０２５年には約３７．２億ドルに達していた。 

 

これに対して数十億ドル規模の削減は、組織運営に致命

的な影響を及ぼす水準とされている。 

 

ベネズエラに関しては、国連人権委員会が独立調査団を

組織し、マドゥロ政権による人権侵害（強制失踪、拷問

など）に関する調査を行っている。 

 

しかし、資金削減の影響で同ミッションのスタッフは大

幅に削減されており、直近では、調査団の専門家２名（ア

ルゼンチン人、チリ人）が辞任を表明したばかり。 

現在は数名体制になっており、広範囲な活動が出来ない

状況になっているという。 

 

独立調査団の機能縮小は、マドゥロ政権の人権侵害を非

難する能力が低下することを意味し、マドゥロ政権に有

利に働くと考えられている。 

 

「マドゥロ政権 安全保障理事会に緊急会合要請」        

 

１０月８日 マドゥロ政権は、国連の安全保障理事会に

対して、緊急会合の実施を要請した。 

 

会合の理由は「米国軍による武力攻撃を阻止するため」。 

 

マドゥロ政権は「極めて短い期間で、米国政府がミサイ

ル、戦闘機、軍艦、潜水艦、軍隊らを動員し、ベネズエ

ラに軍事侵攻する懸念がある」と主張。「米国政府が平

和地域であるラテンアメリカ・カリブ海の脅威になって

いる」と訴えた。 

 

なお、２０２５年９月に国連総会が開催された。 

総会開催の時点で、トランプ政権は麻薬を密輸していた

とされる小型船を爆撃しており、マドゥロ政権は安全保

障理事会での議論を要請していたが、本件については議

題に挙がらなかった。 

 

「マドゥロ大統領 米政府との連絡ツールある」        

 

前号「ベネズエラ・トゥデイ No.1279」にて、「トラン

プ大統領が Ricard Grenell 特使に対して、マドゥロ政権

とのあらゆる外交接触を停止するよう命じた」という

「The New York Times」の記事を紹介した。 

 

マドゥロ大統領はこの記事について言及。 

 

「彼らは我々との外交関係を持たないというニュース

を流すが、我々もあなた方との外交関係を持っていない」 

「彼らは我々との外交ルートを持たないが、我々もあな

た方との外交ルートを持っていない」とコメント。 

 

詳細の説明は避けながらも「我々は米国政府と何らかの

コミュニケーションツールを持っている」「連絡ツール

が存在しない日はない」とコメントした。 

https://veneinvestment.com/wp-content/uploads/a01cc902e41077b8d62923170c565295.pdf
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経 済                       

「米国 TT と NGC にドラゴン油田開発を許可      

    ～条件は米国企業のプロジェクト参加～」         

 

１０月８日 トリニダード・トバゴ（TT）の John 

Jeremie 検事総長は、TT 政府および TT の国営ガス公

社「NGC」が米国の「外国資産管理局（OFAC）」から

ドラゴン油田の開発に関する制裁ライセンスの発行を

受けたと発表した。 

 

トランプ政権はカリブ海での麻薬取り締まりオペレー

ションを強化。TT は同オペレーションを積極的に支持

し、TT 海域に米国軍が駐留している。 

 

マドゥロ政権と両国との政治的な対立が悪化する中で

も制裁ライライセンス発行であり、一見矛盾した対応と

なっている。 

 

同制裁ライセンスの具体的な内容は公表されていない

が、ロイター通信によると、OFAC は NGC に対して、

２０２６年４月までドラゴン油田の開発を許可したと

いう。 

 

ただし、同ライセンスの発行に当たり、米国企業を同プ

ロジェクトに入れることを条件にしているという。 

 

なお、この条件について Jeremie 検事総長は 

「米国企業の商業目標を達成しなければならない」 

「その目標は達成が難しいとは考えていない」 

「それは合理的である」 

とコメントしたという。 

 

ドラゴン油田の開発は、英国エネルギー会社「Shell」が

NGC と共同で行っており、Shell はトランプ政権が制裁

ライセンスを失効させる直前の２０２５年５月までに

同地域の海洋調査を終了させていた。 

 

ドラゴン油田開発には引き続き Shell も加わる見通しで、

Bloomberg は、Shell が OFAC から制裁ライセンスの発

行を受ける手続きに入っていると報じた。 

 

また、TT とベネズエラとの間にはドラゴン油田の開発

に加えて、「Manakin-Cocuina 油田」の開発も存在する。 

 

Manakin-Cocuina 油田の開発プロジェクトについては、

英国エネルギー会社 BP が関与しており、本件について

も制裁ライセンスの発行に向けた準備が進んでいると

いう。 

 

「多国籍企業と協力し、天然ガスの輸出を開始か    

   ～副大統領 ロシアとの協力関係を強調～」            

 

１０月８日 デルシー・ロドリゲス副大統領は、ロシア

のサンクトペテルブルクで開催された「国際ガスフォー

ラム」に出席。 

 

同フォーラムにて「ベネズエラは重要な多国籍企業と協

力し、天然ガス輸出のプロジェクトを進めており、最初

の輸出の準備をしている」と発表した。 

 

ロドリゲス副大統領は「ベネズエラは世界で８番目の天

然ガス埋蔵量を誇る国とされているが、現在は４番目に

埋蔵量の大きな国であることを証明するための調査・認

定プロセスに入っている」「天然ガス産業におけるベネ

ズエラの潜在性は大きい」と言及。 

 

同分野におけるロシアとの協力について言及した。 

 

ロドリゲス副大統領は、ラテンアメリカ・カリブ海地域

の天然ガスの需要は今後１３２％増加とすると見込ま

れていると指摘。ロシアは、ベネズエラ沖合のガス事業

に投資しており、この需要を満たす大きな供給源になる

との見解を示した。 
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また、「ロシアとベネズエラの原油および天然ガスの埋

蔵量は世界のエネルギー埋蔵量全体の２４％を占めて

いる」と説明。 

 

「米国政府は、エネルギー供給国としてのロシアとベネ

ズエラの重要性から、自国の利益のために政権を攻撃し

ている」 

「ウクライナの NATO 加盟についても、米国のエネル

ギー覇権争いが背景にあり、ロシアの国境を脅かすため

のものだった」と主張した。 

 

「カラボボ州 建設業界の稼働率はわずか８％」         

 

「カラボボ州建設商工会」の Gustavo Farache 代表は、

２０２５年の同州の建設業界について、前年比６％増と

の見通しを示した。 

 

Farache 代表は、回復の要因について「補修や改修工事

の需要が増加した」と言及。ただし、「新規の住宅建設

やオフィスビルの建設需要は存在しない」と補足。 

 

現在の建設業界の稼働率について「８％しか動いていな

い」と述べた。 

 

また、Farache 代表は「市役所が新たな建設許可を出さ

なくなってからどれくらい経つか市役所に確認してほ

しい（最後に建設許可を出した時期を忘れるほど新規の

建設許可が下りていない）」とコメントした。 

 

また、新規の建設需要がない理由について融資の構造的

な問題を挙げた。 

 

Farache 代表は、現在の銀行融資について 

「銀行は１年以内の返済プランを提示する」「住宅建設

においては１年間で住宅を建設し、投資を回収すること

は不可能である」 

 

「建設業界が成長するための融資は、最低でも２年、３

年、４年の期間が必要になる」 

と現在の融資システムの問題点を指摘した。 

 

「２０２５年末に３G 終了 ４G、５Ｇに移行」         

 

「ベネズエラ通信サービス商工会（Casetel）」の Pedro 

Marín 代表は、２０２５年末にベネズエラ国内において

３G サービスの提供を完全に終了させると発表。 

 

２０２６年からは４G、５Ｇサービスのみの使用になる

と説明した。 

 

Marín 代表は、３Ｇ終了の理由について「インターネッ

トの高速利用サービスを促進するためであり、通信業界

の更なる成長を確立するための変更」と説明。 

「通信業界の発展は不可欠であり、今後も止まることは

ない」と述べた。 

 

以上 

 


